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関が丘の未来像 
「住み良いところに住んで良かったと思えるまち」 
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1 はじめに     
関が丘団地は、昭和４３年に宅地造成が始り、当初人口５，０００人の住宅団地とな

る計画で「団地内に小学校の建設を」という声も出されるような活気に満ち溢れた地域

でした。 

   しかしながら、団地造成から４０数年経った現在、地域を取り巻く環境は一変し、

特に人口減少や高齢化といった要因で、空き家問題、自治会活動の低迷といった諸問

題が暮しの中に広がりつつあります。 

 

   平成２７年３月３１日の住民基本台帳によると関が丘の６民区合わせての世帯数９

９７、人口２，１７８人という数字が示すように当初の数字とは大きくかけ離れてい

ます。 

 

   このように団地内の様子は当初とは変わりましたが、交安・防犯・自主防災といっ

た地域活動は、他地域の範となるような活動を続け、安心・安全で住みよい地域づく

りに大きく貢献をしています。 

   また、「一関夏祭り子供みこし」・「関が丘世代間交流大運動会」・「関が丘文化祭」と

いった民区の垣根を越えて３大事業を行い、地域の結びつきを強めております。 

    

   今般、関が丘地区は、「一関地区まちづくり推進協議会」より分離し、独自の地域協

働体「関が丘まちづくり協議会」を発足させますが、「一関地区まちづくり推進協議会」

の大きな支えがあったからです。 

   また、関が丘まちづくり計画の策定にあたりましても一関地区まちづくり計画を基

本とさせていただきました。 

    

   今後、この計画を指針として、具体的な事項計画を策定する必要があります。ここ

には、多くの地域住民が参加、参画をして、皆の力でまちづくりを進めなくてはなり

ません。 

 

   関が丘の未来像「住み良いところに住んで良かったと思えるまち」づくりに地域住

民一人一人が知恵を出し合い、前向きに問題解決に取り組み続けることが関が丘の大

きな財産になるものと確信します。 

 

     



２ 基本構想 

 

（１）計画策定の目的 

地域や行政を取り巻く環境は多様化を極め、今までどおりの行政主体の画一的発 

想による地域づくりは限界にきています。平成の市町村合併を行い、広い面積を有す

る一関市においては顕著であり、行政による各地域（地区）ごとの対応は平等性を考

慮しなくてはならないため、その対応の順位については、各地域（地区）にとっては

不満が生じることも多々あります。 

    これらの解決には、地域と行政が役割分担をし、パートナーシップを結ぶ地域協

働型の地域づくりを行うことで、個別の地域における対応は地域で決めることがで

き、地域課題の解決と地域の目標の実現を進めることが可能になると考えます。 

    この「関が丘まちづくり計画」（以下「計画」という）は「関が丘地区の地域づく

りのビジョン」であり、関が丘地区の住民が主体的に地域課題の解決を図り、地域

の目標を実現するための指針となることをその目的としています。 

 

（２）計画策定の背景と経過 

平成 27年９月 28日に一関、関が丘、三関の各地域を網羅する一関地区の地域協 

働体「一関地区まちづくり推進協議会」が設立となり、一関地区の地域づくりを担

うこととなりましたが、地域づくりを行うにあたり、具体的方策を進めるためには

地域づくりのビジョンが必要となります。 

そのビジョンを定めるにあたって、当然のことながら一定の総意としての地域内住

民の意向や意見を把握する必要がありますが、一関地区内の各民区（自治会）から

推薦のあった、まちづくり推進員の皆さんに地域づくり計画策定講座に参加いただ

き、ワークショップ方式によって理想の地域像や地域課題の抽出などを行うことに

よって地域住民の意向や意見をとりまとめることとしました。 

 地域づくり計画策定講座は平成 27 年 10 月 30 日から平成 28 年１月８日まで計５

回にわたり開催されました。ここで出された地域住民の意向や意見に、地域づくり

のノウハウを有する「いちのせき市民活動センター」、社会福祉法に基づき、地域福

祉の推進を目的として活動している「一関市社会福祉協議会」、その他関係機関から

の専門的見地からの助言を加味し、計画を策定することとしました。 

  
(3)関が丘地区計画の策定に向けて 

 「一関まちづくり推進協議会」にてまちづくり計画策定に関が丘の推進員も携わっ

てまいりましたが、関が丘内の住民から、関が丘でも「地域協働体」づくりが必要で

はないかとの声があり、関が丘区長会において検討した結果、設立の準備会を立ち上

げ、来るべき、地域自立への取り組みの準備をすることとなりました。その後、検討

を重ねて結果、関が丘地区は長年にわたり「一関公民館関が丘分館」の格上げを要望

していたこともあり、この際、独立したまちづくり評議会の設立機運が盛り上がると



ともに、その指針となる「地域計画」が必要との認識にいたりました。そこで、一関

地区まちづくり計画策定には関が丘の市民も参加して、地区計画の学習とワークショ

ップを行っていたことから、その成果をベースにしての「地域計画」策定とすること

とし、今計画としてまとめたものです。 

 

(4)地域の現状と課題 

 

① 一関地区全体の現状 

 一関地区は、一関市内他地区と異なり「農村部」、「中心市街地」などと一括り

で地区全体を表現することが難しく、商業中心地、住宅地、工業地帯、そして若

干の農村部と性質の異なるエリアが含まれています。平成 27年３月末時点での人

口規模は約 14,000人で、34歳以下の全年齢層及び 40歳から 54歳、65歳から 69

歳の年齢層において人口が減少傾向にあり、特に 15歳から 29歳までの青少年層、

45歳から 54歳までの成年層での減少傾向、75歳以上の高齢者層の増加傾向が顕

著で、総人口は減少しています。                               （国勢調査による） 
② 関が丘地域の現状 

中心市街地に隣接した住宅地が中心となっています。人口規模は約 2,000人で、

64歳以下の年齢層ほぼ全てにおいて人口が減少傾向にあり、市営アパートをはじ

めとする賃貸住宅の入居者の減により特に０から１４歳までの若年層及び 25 歳

から 34歳までの青年層の人口の減少傾向、70歳以上の高齢者層の増加が顕著で、

総人口は割合から見ると大きく減少しています。 



 
（国勢調査による）      ③ 一関地区全体の課題 

     「地域コミュニティの充実」「少子高齢化」といったキーワードにおける課題は

比較的共通していますが、地区内に商業中心地、住宅地,工業地、そして農村部

も有し、一関地区は課題も各地域によって多様です。それゆえ、一関地区全体に

ついては、「共通課題」と「地域別課題」を明確にしながら、合意しやすい地域

別に実施する仕組みづくりが課題となっています。 

 

   ④ 関が丘地域の課題 

家庭を築く年代の成年層の人口減少が著しいものになっており、同時に高齢化

も進んでいます。成年層は地域活動を担う世代でもあり、地域活動の世代移行の

困難が容易に予測されることから、特にも「地域活動の停滞」が憂慮されるとと

もに、「高齢化に伴う福祉や防災関連分野での対策」が課題となっています。 

 

（５）地域の未来像 

 

①一関地区全体の未来像 

 

「笑顔あふれ、活気あるまち」  
一関地区の未来像は「地域コミュニティ」「公共交通」「地域環境」の充実がテー

マとなっています。この３つのテーマの充実を目指し、一関地区住民が共感をもっ

た、地縁だけではない新しいコミュニティを創り上げることによって、今まで以上

に笑顔あふれ、活気あるまちの創生を目指します。 

 

 



  ② 関が丘地域の未来像 

    「住み良いところに住んで良かったと思えるまち」 

           全世代が魅力を感じる、住んで良かったと思えるまちづくりのため、特にも生活
目線に立った、地域コミュニティと地域活動の充実が不可欠です。 

 

キーワード 

・民区の枠を超えた行事活動が活発なまち 

・気軽に挨拶できるまち 

・地域活動が活発なまち 

 

（６）目標年次 

平成 30年度を中期目標年度として、各年度の目標を以下とします。 

   

  ① 平成 28年度 

    一関市民センター関が丘分館から関が丘市民センターの管理運営 （指定管理）

を見据えながら、関が丘地区まちづくり協議会の体制を 固めるとともに、「関が

丘地区まちづくり計画」をもとにした具体的事業計画を策定します。  
  ② 平成 29年度 

    「関が丘まちづくり計画」をもとにした具体的事業を企画展開し、地域課題の  

解決に努めます。 

 

   ③ 平成 30年以降 

     必要に応じて「関が丘まちづくり計画」を時代に即したものにするとともに、

具体的事業については単年度単位で事業評価を行い、事業の見直し（「拡大」「継

続」「縮小」「廃止」の決定）と「廃止」以外の事業について改善を図ります。 

 

（７）課題解決策（事業）の基本方針 

 

  ① 地域の課題の発見と解決に努め、目標の地域像の実現を目指します。 

 

② 地域課題の発見と解決方法について、主体的な学習を支援します。 

 

③ 「学びを実践に」をテーマに、できることから始めます。 

 

④ 一関市及び関係諸機関と協働して事業を展開します。 

 



３ 基本計画 

  地域づくり計画策定講座における「まちづくり推進員」の皆さんが議論した内容を「コ

ミュニティの創造」と「地域福祉の振興」の２つの項目にまとめ、あらたな観点で「未

来への投資」、「地域ビジネスへの挑戦」、「自主活動及び広報活動の拡充」、「拠点施設の

経営」「関が丘まちづくり協議会の役割」の５つの項目を加え、地域づくり分野や福祉分

野、社会教育分野の関係諸機関の助言を加味し、下記の７項目で基本計画を定め、課題

解決にあたります。 

関が丘地区では、一関地区全体で協議した内容をもとに、基本的認識を共有しながら、

地区計画としてまとめました。 

   

（１）コミュニティの創造 

   

  ①  一関地区全体 

      地域コミュニティの充実という一関地区共通の課題のなかでも、具体的には、

「世代間」「住民間」「地域間」の交流（コミュニケーション）の希薄さが課題とな 

っています。 

  ＜課題解決の指針＞ 

      民区間（強いては地域間）を超えてお互いが課題を補える地域行事を創設し、

「世代間」「住民間」「地域間」の交流を進めます。 

     

  ②  関が丘地域 

      地域の基幹となる行事があるが、青年（成年）層を中心とした地域のけん引役

となる団体や人材の確保が課題となっています。また地域内に２つの小中学校の

学区が存在していることから、特に子ども達に一体感が生まれにくく、このこと

は将来のコミュニティづくりの障害の一つになっています。 

  ＜課題解決の指針＞ 

     近年の子ども神輿の復活など、以前実施していた行事を民区の枠を超えた協力関

係のもと復活させます。また、地域のけん引役となる人材（団体）が参加しやす

い（活動しやすい）体制づくりに努めます。 

小中学校区の壁を超えた交流を図る事業を行います。 

 

（２）地域福祉の振興 

 

①一関地区全体 

     少子高齢化が要因となっての課題が福祉の側面のみならず、安全安心の分野な

ど多方面に影響を与えてきています。 

＜課題解決の指針＞ 

     要支援者及び支援者の体制の構築を進めるとともに行政への要望を行い、社会

福祉協議会などの福祉関係機関と連携しながら、課題解決を進めます。 



 ②関が丘地域 

   地域の高齢化が進み、高齢者対策が急務となっています。  

＜課題解決の指針＞ 

   地域の高齢者に可能な役割与えることでいきがいを創り出すとともに、高齢

者の見守り支援ネットワークの拡大と民生委員へのサポート体制の構築を図

ります。 

 

（３）未来への投資 

      未来のコミュニティを担う子ども達に健全な教育環境を提供することは、家庭・

学校だけでなく地域の大きな役割です。今、私たちが子ども達に何を提供できる

でしょうか。地域の未来は子ども達の健全育成にかかっています。 

そして、「コミュニティの創造」及び「地域福祉の振興」の章でも示唆されるとお

り、地域づくりに資する人材が将来の課題解決に大きな役割を果たすことは明ら

かです。将来の地域づくりに資する人材の育成とともに、子ども達が将来帰って

きたいと思えるふるさとづくりを地域と行政及び関係諸機関と協働して行い、課

題解決のための教育事業として「未来への投資」を進めます。 

 

（４）地域ビジネスへの挑戦 

地域づくりにおいては公的側面がクローズアップされていますが、地域ビジネ

スのチャンスも数多く点在しています。先進地域では、交通弱者対策における交

通手段や買い物対策において、公的側面の成果をあげているだけでなく、地域ビ

ジネスとして成功を収めている例もあります。地域ビジネスによる公的側面の成

功によって、地域は自信をもつことができます。地域が自信のある地域経営を行

うために、「地域ビジネスへの挑戦」を進めます。 

 

（５）自主活動及び広報活動の拡充 

      表題にあります「住み良いところに住んで良かったと思えるまち」この言葉は

地域づくりの第一歩を端的に表現しています。どれも重要ではあるけれど身の丈

を超えた事業を実施する必要はありません。自主的に行える身の丈に合った身近

な関心のある事業の迅速な実施と、地縁だけでなく、様々な団体が行う地域づく

りの活動の情報共有などのための広報活動を支援します。 

 

（６）拠点施設の経営 

       地域づくりを展開するには、当然ながらその拠点施設が必要になりますが、

幸いにも、関が丘地区には「一関市民センター関が丘分館(関が丘コミュニテイ

センター)」があります。 

この施設を地区の拠点施設として生かすためにも「一関市民センター関が丘

分館」の管理運営を地域が行うこと（拠点施設の指定管理）により、拠点施設の

確保、事務局体制の拡充、悲願であった「市民センター」への格上げが実現する

ことから、指定管理を行います。 



 

（７）関が丘まちづくり協議会の役割 

地域づくりは行政だけが行うものでも、住民だけが行うものでもありません。

「基本構想」の「計画策定の目的」にも述べましたとおり、地域と行政が役割分

担をし、パートナーシップを結びながら地域課題の解決と地域目標の実現を進め

るための調整役としての役割を果たします。 

 

 さらなるステップとして 

   以上、一関地区まちづくり計画を基本として、関が丘まちづくり計画をまとめまし

た。今後、この計画を指針として、さらに各領域の具体的実行計画、ロードマップを

定める必要があります。そして、その過程で、一層多くの住民を参加、参画を得なが

ら、具体的計画化を進めることが望まれます。 

   そのためにも、「関が丘まちづくり協議会」は果たす役割は極めて重要であり、当面、

この基礎づくりが課題と言えます。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

関が丘まちづくり協議会規約 

 

 

（名称及び事務所） 

第１条 本会は、関が丘まちづくり協議会（以下「本会」という。）と称

し、事務所を一関市関が丘１６－１ 関が丘市民センター内に置く。 

 

（目的） 

第２条 本会は、関が丘地区の未来（将来）を見据え、民区・団体を越え

て横断的な共通の地域課題に取り組み、行政や各種団体と協力し

て、住み良い地域社会の構築を目指すことを目的とする。 

 

（事業） 

第３条 本会は、目的を達成するため、次の事業を行う。 

    （１）地域住民の参画による、まちづくり計画の策定と推進に関す

ること。 

    （２）地域の保健・福祉・環境衛生の改善向上に関すること。 

    （３）防犯・防災・交通安全の推進に関すること。 

    （４）教育・文化の向上と生涯学習・スポーツ振興に関すること。 

    （５）行政機関及び各種団体との連携調整に関すること。 

    （６）その他本会の目的達成に必要なこと。 

 

（構成） 

第４条 本会は、関が丘地区に居住する住民・各種団体等で趣旨に賛同す

るもので構成する。 

 

（役員） 

第５条 本会の円滑な運営のため、次の役員を置く。 

     会長     １人 

     副会長    １人（「会計」も兼務） 

     理事     ８人以内 

     監事     ２人 

   ２ 役員は代議員と兼務することはできない。 

 

（役員の選出） 



第６条 理事、監事は総会に於いて選出し、会長、副会長は理事の互選と

する。 

 

（役員の任期） 

第７条 役員の任期は２年とする。ただし再選は妨げない。 

   ２ 役員に欠員が生じた時は補充できるものとし、任期は、前任者の

在任期間とする。 

   ３ 役員は、任期終了後も後任者が就任するまでは、その職務を行

う。 

 

（役員の役割） 

第８条 役員の役割は、次のとおりとする。 

    （１）会長は、会を代表し会務を総括するとともに総会以外の会議

の議長となる。 

    （２）副会長は、会長を補佐し会長に事故ある時は、その職務を代

理する。また、会計も兼務する。 

    （３）理事は、理事会を構成し、事業の企画、執行を行う。 

    （４）監事は、本会の業務ならびに会計を監査する。 

 

（総会） 

第９条 総会は、毎会計年度終了後２か月以内に会長が招集し開催する。 

         ただし、会長が必要と認めたときは、臨時に開催することができ

る。 

   ２ 総会は代議員制とし、代議員は各行政区の区長、各行政区の民生 

委員、各行政区の保健推進委員、(区長、民生委員、保健推進委員以 

外の)各行政区の代表、一関市立南小学校関が丘地区各ＰＴＡ、一関 

市立一関小学校関が丘地区各ＰＴＡ及び※別表に掲げる各種団体等 

より各１人により構成する。 

３ 総会の議長は、その総会において出席した代議員の中から選出す

る。 

４ 総会は、代議員の委任出席も含めた過半数の出席をもって成立

し、その議事は出席者の過半数で議決する。ただし、可否同数の場

合は議長がこれを決する。 

５ 総会は、次の案件を審議する。 

 （１）規約の制定及び改廃に関すること。 

 （２）役員の選出に関すること。 



 （３）まちづくり計画に関すること。 

 （４）事業計画及び収支予算に関すること。 

 （５）事業報告及び収支決算に関すること。 

 （６）その他理事会が決定した重要事項に関すること。 

 

※別表 

 一関市立一関中学校関が丘地区ＰＴＡ 

 一関地区交通安全協会関が丘分会 

 一関地域防犯協会関が丘・２０区支部 

 関が丘体育協会 

 

（代議員の任期） 

第１０条 代議員の任期は、２年とする。ただし、再選は妨げない。 

   ２ 補欠により就任した代議員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

   ３ 代議員は、任期終了後も後任者が就任するまでは、その職務

を行う。 

 

（理事会） 

第１１条 理事会は、会長、副会長、理事をもって構成する。 

   ２ 理事会は、会長が招集し開催する。 

   ３ 理事会は、会長が議長となり次の案件を審議する。 

    （１）総会に付議すべき事項 

    （２）総会から付託された事項 

    （３）総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

   ４ 理事会の議事は、出席者の過半数の議決で決し、可否同数の

場合は議長がこれを決する。 

 

（専門部会） 

第１２条 本会の業務の円滑な執行のため、必要に応じ専門部会を設置

することができる。 

   ２ 専門部会の詳細については、理事会において別に定める。 

 

（経費） 

第１３条 本会の経費は、交付金、寄付金、その他をもって充てる。 

（会計年度） 



第１４条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日

までとする。 

 

（事務局） 

第１５条 業務事務の執行のため事務局を設置し、事務局長・事務局員

を委嘱する。 

   ２ 前項の職員は、理事会の承認を得て会長が任命する。 

 

（情報の開示） 

第１６条 本会は、総会の決定事項等各種情報について、常時開示する

ことに努めなければならない。 

 

（その他） 

第１７条 この規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項

は、理事会に諮り会長がこれを定める。 

 

附  則  

１ この規約は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 本会の設立当初の役員及び代議員の任期は、規約第７条１項、第１ 

０条１項の規定に関わらず平成２９年３月３１日までとする。 

附  則  

１ この規約は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


